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その（1）全社員の有限責任制の導入間題を中心として
スウェーデンでもbolagという組織体の資本を譲渡自由な株式に分割し、
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その構成員の対外的・対内的な責任を出資額を限度とすることを求めて、
既に17世紀初頭以来1848年の株式会社法の制定までおよそ2世紀半にわた
り、試行錯誤の過程が反復されてきた。その過程で少なくてもかの1734年
の一般法の部分法典としての商法典の制定に前後する時期より、法解釈論
を媒介とするにせよそうでないにせよ、株式会社というbolagにおける出
資者の対外的・対内的な責任を有限責任とするという見解は、実業界に事
実問題として或る程度定着し、かかるbolagを設立する場合全社員の有限
責任制ということは、半ば暗黙の前提とされるようになっていた。スウェ
ーデンでもさしあたり「諸外国で当時普及していた見解に従って、出資
者・社員を人的連帯責任より解除すること（befrielsen　frdn　personlit　och
solidariskt　ansvar）は、特別な恩典であると見倣され、その恩典は、企
業の定款の認可状を媒介とする国家の承認を必要とする」ωと考えられた。
とはいえ前節でみたように、19世紀以来の認可状なき株式会社の乱立とい
う実業界の動向は、このような考えを遥に乗り超えて、全社員の有限責任
制の承認という問題を、株式会社というbolagの設立の場合従来問題視さ
れてきた政府の特許状の賦与或いは定款の認可の問題とは本質的に異なる
別問題であるとして処理するまでになっていた。このような状況の下で株
式会社というbolagの制度的な整備の一環としてさしあたり急務とされた
ことは、既に事実問題として実業界で承認されてきたその構成員（社員・
株主）の有限責任を法的・制度的に明認することであった。それと同時に
株式会社の設立に関する17世紀以来の特許主義（oktrojsystemet）が1848
年の株式会社法の制定によって免許主義にとって代わられた後にも、益々
進行する認可状なき株式会社の乱立は、設立に関する諸制限を殆ど形骸化
し、制度的に止揚されるべき状態に達していたのであった。株式会社とい
うbloagの全社員の有限責任制と設立に関する準則主義は、譲渡自由な等
額株券の一般的な流通のための法的・制度的な支柱である。この場合概し
て「1848年の株式会社に関する法規定は、スウェーデンの法律制度のより
初期の発展とその当時の会社制度の状況に関する綿密な知識の所産と考え
73
るよりも、むしろ諸外国の法律と諸外国の法律制度に関する一般的な理論
と研究の所産として考えても、さほど大きな誤りを犯すことにはならない」
②とさえ言われているように、同国で株式会社の社員の責任問題を法的に
明認することが問題となってきたとき、さしあたり法典編纂者がその範と
したのは、同国の実業界でしばしば受け入れられてきたイギリス法的な思
考ではなくて、フランス法的なそれであったと言われている。もとよりそ
れは、明確の論拠によるものではなくて、大かれ少なかれ、場当たり的で
あった。何れにせよ1848の株式会社法は、結論的には、その法的・制度的
な支柱の一つである全社員の有限責任制を明認したが、株式会社という
bolagの設立については、旧来の特許主義より免許主義（許可主義）に移
行するに留まった。免許主義より準則主義への移行は、ドイッ法に倣った
1895年の株式会社法の制定まで侯たなけばならなかったのである（3）。
　既述のように、スウェーデンでは、1848年の株式会社法の制定以前より、
設立に関する特許主義を前提として株式を基礎とするbolagの共同出資者
は、一般に傾向的に概して2つのグループより成立すると説かれてきた。
その1つは、会社のリーダー（hufvudpersonner）或いは本来的な出資者
（de　egentliga　principanterna）のグループを構成する幾人かの人々、他
の1つは、単なる資金の提供者（fbrlagsgifUare）或いは匿名社員（tyst
bolagsman）ないしは合資会社の有限責任社員（kommanditister）にほ
ぼ相当するその他の人々であった。1848年の株式会社法（1848ars　lag
om　aktiebolag）は、このような見解に与さなかった。同法は、この法律
の適用対象となる株式会社という企業形態は、かの一般法の適用領域にも
民法の適用領域にも入らない特殊な法領域でのみ適用されるべき組織体で
あるという見解の下に、その適用対象を純粋な株式会社（det　rena
aktiebolaget）に限定し、合資会社或いは匿名会社を除外した（4）。それと
同時に同法は、株式会社の社員の責任を有限責任として明認する場合それ
に必要な直接的な条件として、資本を株式に分割すること、その株式は、
記名式或いは無記名式であること、政府が会社の定款を認可することをあ
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げたに過ぎなかった。そして同法は、株式会社というbolagに特徴的なそ
の他の諸条件は、単に株式会社の定款に対する政府の認可状を直接的に取
得するための前提条件に過ぎないという考え方に立脚していた。けれども
それが含意することは、その前提条件がそれ独自の意味を持ち、株式会社
の定款に対する政府の認可だけが絶対的に影響力を有するということでは
なかったと言われる（5）。
　この法律の法典編纂準備作業の過程が示すところによれば、政府は、こ
の法典編纂作業のために「法律委員会（Lagcommite6n）（別名：法案審
議小委員会Lagsutskottet）」を設置したが、この委員会の影響力は、非常
に大きかった。同委員会が作成した法案の理由書は、株式会社の法律的な
性格と株式会社という企業形態の実際的な適用問題に関して非常に教条主
義的な幾つかの提案を含んでいた。それらの提案の委細は省略するとして、
その基調となった考え方だけを要約すれば、つぎのようであった。即ち合
名会社以外の会社の設立が許容されるとすれば、この種の会社は、非常に
広範囲にわたって商業活動或いはその他の事業活動を営むことを目的とし
た会社であるか、或いは国内各地の運河の敷設及び交通機関の整備を促進
するような、社会的により重要度の高い会社であること、この種の会社の
設立・運営は、私的個人の能力を超え、しかもその事業活動の遂行とそれ
による利益獲得の可能性は、相当な不確実性を随伴すること、そのため私
的個人は、この種の会社の設立・運営の場合発生するかも知れない損失負
担の危険を引き受けることも、或いは私的個人が出資した所定の金額を超
えて多大な責任を負うことも望まないという考え方であった（6）。このよう
な考え方に立脚して同委員会は、この種の会社の設立は、概して社会的に
一般に有益な経済的な機関或いは企画として機能することを目的とするた
めに、しばしば政府自らが、それに参画し、私的個人の能力の限界を補い、
その活動を援助・促進するように働きかけることも稀ではないと説いた。
　このような状況の下で「法律委員会」が当面必要と考えたことは、この
種の会社を合名会社より区別するための一般的な法律を別に定めることで
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あった。同委員会の見解によれば、株式会社はその性格上合名会社より明
確に区別されるが、その区別の指標として一般にあげられることは、株式
会社の資本は、株式より成り、この株式は、その所有者が完全に自由に他
人に譲渡・移転できること、社員の危険負担は、かれらが投資した金額を
超えてはならないこと、会社の管理・運営は、一定の人々に委ねられるが、
これらの人々の責任は、かれらに委ねられた業務の範囲に限定され、かれ
らは、追徴・増徴などの責任を負わないこと、会社の商号は、誰であれ私
的個人の氏名を使用してはならないこと、私的個人が設立・運営する企業
が如何なる企業の法律形態をとるにせよ、その企業は、私的個人の利益を
優先させて公共の利益を侵害する危険があってはならないこと、しかもこ
の種の会社の社会的な安全性という見地よりこの種の会社の設立は、経済
問題に関する立法権を持った政府の承認・認可によるべきであり、かつま
た一般大衆・社会に対する公示規定に基づくべきであるということであっ
た。1848年の株式会社法が、社員の有限責任制を明定し、同時に設立に関
する旧来の特許主義より免許主義（許可主義）に転じたのは、この「法律
委員会」のかかる見解にほぼ全面的に依拠したという事情によるものであ
った〔％上記のような「法律委員会」の見解を踏まえて、スウェーデンに
おける株式会社に関する固有な法規定を始めて制定するに当たって政府が
最初の法案を提出したのは、1844－1845の国会であった。その後この法
案は、修正されて8条より成る改正案となった。その法源は、フランス法
のそれであったと言われている。「法律委員会」は、政府のこの改正案に
対して更に修正案を提出した。これに対して政府は、既述のように、
1844－1845年に設置された法典編纂作業のために国会に設置された「四
分会の草案（f6rslaget　av　Standerna）」を提示した。最高裁
（HD：H6gstodom）は、この草案に対して様々な問題点を指摘した。1848
年の株式会社法は、最終的にはこの問題点を考慮して、内容的には包括的
でもなく個別的でもなく、全体としては脈絡の乏しい僅かに15条より成る
株式会社に関する法令として制定されたのであった（8＞。
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　この1848年の株式会社法は、上記のように、譲渡可能な等額券面額の株
式の自由な流通を支える法的支柱として、全社員の有限責任制と設立に関
する免許主義を定めた。これによって同法は、当時のスウェーデンの経済
社会で一定の発展を遂げていた株式会社という企業形態を法的に承認し
た。同法は、設立に関する免許主義を前提として、株式会社の公示に関わ
る幾つかの諸規則を定めた。（例えば同法は、この種の株式会社は、その
設立を公的新聞に公告するべきこと、またその定款を地方裁判所の議事録
へ記載すべきことを定めた。）同法はまた、全社員の有限責任制の対極と
して債権者保護に関わる諸規則も定めた。（例えば同法は、申込・引受さ
れた株式の払込に関する規定を明示し、株式会社の定款に利益分配の限度
額に関する規定を設けるべきことなどを定めた。）同法は、会社機関とし
ては、取締役会（styrelse）のみを法律上の条文として明定した。経済的
事実として当時既に会社機関として、取締役会と並んで株主総会と監査役
が一定の機能を果していたにも拘らず、同法は、これらの機関に触れるこ
とはなかった。同法は、取締役会は、会社のために訴をなし、責任を負う
べきことを規定し、同時に、全社員の有限責任制を原則的に承認しつつも、
この取締役会は、この法律に明示された幾つかの前提条件の下では、締結
した契約関係・債務に対して人的に責任を負うべきことさえ承認した。（9）
この点では同法は、条件付にせよ、取締役会の人的責任を承認するなど、
全社員の有限責任制という概念の今日的な意味（間接無限責任の排除）と
明らかに抵触するような規定さえ15条しかない条文の中に設けたのであっ
た。それらは全て、1848年の株式会社法の株式会社法としての未熟性を象
徴し、いずれはもっと整備・体系化されるべき筈であった。同法の規定が、
有限責任制というような株式会社にとって最も重要で基本的な問題につい
てさえ曖昧な点を残したことは、その後間もなく同法をめぐる様々な論争
を惹起する引き金となった。
　上記の「法律委員会」が、株式会社というbolagの社員の有限責任制と
設立に関する免許主義を提案したとき、同委員会は、政府が極めて経済的
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な色彩の濃いこの法規定に対してどの程度支配力を持つかという問題に触
れた。同委員会がそのような問題に触れたのは、一部は、株式会社が問題
とされる法領域は、かの1734年の一般法における商法典の範疇にも民法の
範疇にも入らない法領域の問題であるという見解を擁護すること、一部は、
この委員会が作成した法案で言及されているように、当時、株式会社とい
う企業の法律形態は、少なくても一般大衆の利害或いはより広範囲な人々
の利害と関わりのある事業活動のように「特殊な状況で適用されるべき組
織形態」ωであると考えたからであったと言われる。とはいえこれらの
点が、法律上明確に明文化されたわけではなかった。そのため1848年の株
式会社法が制定されてからもその実際的な適用という問題になると、それ
は、必ずしも順調に運んだわけではなかった。例えば、政府が、この株式
会社法を株式会社というbolagの法律形態に一般的に適用しようとする場
合、その例外として特別な産業分野で事業活動を遂行する企業を特別法の
下に委ねようとしても、この種の企業は、株式会社という企業の法律形態
とは別な形態と考えるべきではないという主張の下に、この種の企業に対
する特別法の制定は、さしあたり阻まれた。過度期的な現象として全く一
時的にせよ、判例が、株式会社というbolagの一般的な適用の可能性を否
決したことさえあった。1848年の株式会社法は、当初より銀行業務を営む
事業活動をその適用対象より除外していた。そのため1886年11月19日の
法律は、銀行業務を営む事業活動には別段の法規定が存在することを改め
て示唆し、1848年の株式会社法が、株式会社という企業形態で銀行業務を
営む企業を対象とはしないことをより鮮明にしたのも、こうした事情によ
るものであった。この点に加えて更に1848年の株式会社法は、一部は
1879年5月30日に制定され、1890年に早くも廃止されてしまった法令
（1（ungLF6rondningen　den　30　Maj　1879）、一部は1887年の商業登記等に
関する法律（1879　Ars　lag　om　handelsregister　m．m）の制定によって修正
を受けたが、その後は1890年までそのまま適用されてきたのであった「f・1）。
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cf．　1）　1879年5月19日の法令及び1887年の商業登記等に関する法律：補足
　　　1879年の法令は、当該株式会杜の取締役会の所在する地域の地方裁判所
　　（RSdsrufVurtitten，DomhafVande）に、株式会社は、取締役会またはその構
　　成員の選出に関して届出・登記するべきことを義務付けた。
　　　1887の商業登記等に関する法律は、株式会社の定款が政府の認可を得た場合
　　そのような全ての株式会社の登記義務の範囲を、例えば株式資本の規模・取締
　　役会の構成なども含むなど、拡大し、更にこれらの情報を「公開（publicering）」
　　して、外部に周知させることを要請した。同法でその他に注目されるべき点は、
　　登記所に届出されるべき諸要件の中でも商号署名権者は誰であるかということ
　　であるが、これについては如何なる示唆もないこと、商号署名権者は、一定の
　　種類の案件に限定してよいし、或いは複数の人々が商号署名権を有する場合、
　　合名会社の場合と同様に、時には単独で、時には複数の人々または全員で、そ
　　の権利を行使することも可能であること、但し全体としての会社の定款は、会
　　社登記の付録として保管されなければならないことなどである。このような法
　　規定に対して、実業界では、一般大衆には周知されていない制限条項を、法律
　　上、商業登記所に登記・記載することが、かなり一般的であった。この一例と
　　して引き合いにだされるのは、ある一株式会社の場合一定の種類の書類に商号
　　署名する人々は、複数以上の取締役会の構成員のうち誰であれ2名の人及び取
　　締役会の構成員とはなりえない専務取締役（verkStallande　direktOren）である
　　こと、また別な種類の書類に商号署名をする人々は、取締役会の構成員の1名
　　並びに専務取締役であること、それらの一定の書類以外の書類に商号署名する
　　人は、専務取締役であることなどが登記されていたことである。この法律はま
　　た、株式会社が代理人を定め、この代理人を介して事業活動を遂行することも
　　認めていた。（Hj．L．Hammarskj61d，Redog6relse　fdr　den　utltindska　bolag－och
　　fdrenigsrattens　utveckling　och　nuvarande　standpunkt，den　svenska
　　bolagsratens　utveckling　samt　de　svenska　fdreningarna（fdr　ekonomiskt
　　andamal）、1980，ss。85－87．）
　ところで1800年代中葉には、諸外国とりわけアメリカ及びイングランド
では、株式会社法規に関する新しい諸規定の制定作業が開始していた。こ
れらの諸国では株式会社の設立の場合その設立をそれぞれ「個別的に認可
するという体系」（”）は放棄され、株式会社の設立は、準則主義に移行し
た。既述のようにスウェーデンの場合免許主義より準則主義への制度的な
移行は、1895年の株式会社法（1895ars　lag　om　aktiebolag）の制定まで
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侯たなければならなかったのであった（’2）。とはいえ認可状なき株式会社
の乱立という当時のスウェーデンの経済社会の現実と1848年の株式会社法
が定めた設立に対する免許主義との抗争は、深刻であった゜f・2）。そしてその
抗争の過程で社員の責任問題についても、実業界では、時折、様々な疑義
と混乱が生じた。その主たる理由は、結論的に言えば、1848年の株式会社
法は、株式会社というbolagにおける全社員の有限責任制を原則的に承認
し、併せて設立に関する免許主義を規定したが、既述のように、この株式
会社法それ自体が、有限責任制問題については幾つかの曖昧さを残してい
たこと、また認可状なき株式会社の乱立という当時のスウェーデンの経済
社会の動向と同法の設立に関する免許主義との絡み合いと抗争の中で、既
に同法の制定に前後して現実にそぐわないものとなっていたことであっ
た。とはいえこのこの問題の解決は、同法の制定以後ほぼ半世紀後の1895
年の株式会社法の制定まで引き延ばされたのであった。
cf2）　この間の事情について、一瞥しよう。
　　既にスウェーデンでは1848年の株式会社法の制定に先立って1844－1845
　　年の国会の四部会は、株式会社の定款に対する国王の認可状なしに株式会社
　　を設立することを禁止するという条項を同法に盛り込むことを提案をした。
　　とはいえ国王がそれに反対した結果、同法は、この禁止条項を設けることが
　　できなかった。当時、近代的な工業化過程の本格的な開始を待望していた同
　　国の経済社会の要請は、認可状なき株式会社の設立を現実問題として回避で
　　きなかった。この動向に拍車をかけたのは、1848年の株式会社法それ自体が
　　上記の禁止条項を明記していないことを論拠として、株式会社の設立は、政
　　府の認可状がなくても可能であるという主張であった。この主張を支持・賛
　　同する場合そこに提示された論理は、株式会社の設立の場合特許状或いは認
　　可状を取得することは、それによって株式会社が、その事業活動に対する国
　　家の資金援助を獲得することを目的としており、特許状或いは認可状を取得
　　することそれ自体が、必ずしも株式会社の法人格の取得の要件とは見倣され
　　ないという論理であった。このことは、前述の1887年の商業登記等に関する
　　法律でも前提とされていた。同法は、この法律で問題となる株式会社とは、
　　現行の株式会社法に基づいて株式会社の定款に対する政府の認可状を取得し
　　た会社と解釈されるべきこと、それ以外の株式を基礎とする会社は、この法
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律が予定している会社とは異なるその他の会社の範疇に属すること、株式会
社の定款に対する政府の認可状を取得した株式会社の場合取締役会の構成員
の氏名が届出・登記されるべきこと、但し商号にその氏名を記載してはなら
ないことなどを規定し（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．85．）、併せて1848年の
株式会社法の下では株式会社というbolagの全ての出資者は、有限責任である
ことを示唆したのであった。（Hj．L．Hammarskjold，op．cit．，s．86．）
　1848年の株式会社法は、株式会社の設立に関する免許主義を前提として、
原則として全社員の有限責任制を定め、同時にまた株式会社がその会社の定款
に対する政府の認可状なしに事業活動に入る場合会社のために何らかの契約関
係を締結する人は誰でも、第三者に対しては人的責任を負うという規定を含ん
でいた。とはいえこの規定は、幾つかの点で曖昧さを残していた。第1は、こ
こで言う株式会社とは、例えばその設立の時期が何時であれ、会社の事業活動
の開始が既に過去に遡るとしても、その定款に対する政府の認可状によって設
立された株式会社のみを対象とするのか、それともそれ以外の株式会社をも対
象とするのかという点である。第2は、ここで言う株式会社の構成員の責任が
複数以上の人々に課せられる場合その責任とは、連帯責任を意味するのか、そ
れとも「分割された（delad）」責任を意味するのかという点である。第3は、
株式会社のために何らかの契約関係を締結する場合契約関係の締結者とは、自
ら契約関係を締結する人々だけを意味するのか、それとも自ら契約関係を締結
する人々及びそれに対する代理権を他人に委ねた人々をも含むのかという点で
ある。第4は、ここで問題となっている規定は、仮にこの規定がなくても当然
問題となる筈の社員の責任を強化する目的で設けられたと解されるが、この規
定よりもっと厳格な責任が一般に出資者に課せられる場合でも、適用されるべ
きか否かという点である。（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，ss．86－87．）
　1848年の株式会社法が、認可状なき株式会社を「企業の特殊な一法律形態
（en　sarskild　associationsform）」（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．87．）として
例外的に現実問題としてどのようにして承認することができるか否かという
問題は、一般には、ここで論点とされた上記の4つの問題の中でも第1の問題
に対する解釈に依存すると言われた。そしてこの場合ここで言う株式会社と
は、概してその定款に対する政府の認可状によって設立された株式会社だけ
を対象とするのではなくて、それ以外の株式会社をも対象とすると解された。
しかもこの問題は、1848年の株式会社法の下で、一定の法解釈を媒介とする
にせよ、認可状なき株式会社の設立が許容されるとすれば、それは、どの程
度まで可能であるかという問題だけではなくて、そのような株式会社の設立
が可能となる前提は何かという問題も含んでいた。この問題に対する当時の
一般的な見解によれば、認可状なき組織体bolagを株式会社となし、この
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bolagに特に特許主義或いは免許主義に基づいて設立された株式会社に適用さ
れる規則を部分的に適用するためには、会社の資本を記名式或いは無記名式
の株式に分割するだけでは十分ではないこと、そして会社の資本を株式に分
割することは、会社の定款に関する政府の認可状がなくても、完全に合法的
な株式会社が存立するための唯一の直接的な条件であるが、問題の焦点は、
政府の認可状がなくても株式会社というbolagが存立するための間接的な条件
即ち認可状の取得にはどんな前提が必要であるかという点に絞られると言わ
れた。この点に関連して提起された疑問は、1848年の株式会社法は、当該事
業活動に固有な特性によって一般により厳格な責任が問われるような組織体
に対して適用することが果して可能であるかということであった。この疑問
は、資本を株式に分割するという直接的な条件以外のその他の条件を設定す
れば、それによって緩和或いは消失すると言われた。また更に提起された疑
問は、株式会社の定款が政府によって認可されなくてもこの会社が形式的に
は株式会社として設立される場合この認可状なき株式会社が、認可状のある
株式会社と同様な各種の目的で設立されると考えうるかということであった。
このような疑問がどの程度重視されるべきかということは、或る程度まで上
記に提起した4つの問題の中でも特に第2或るいは第3の問題に対する解釈・見
解によって影響された。そしてまたそれは、1848年の株式会社法が社員の責
任問題を比較的緩やかに考えて、その適用対象となる人々を少数の人々に限
定しようとしているのか、それとももっと厳格に考えて、その適用対象とな
る人々を比較的多数の人々としようとしているのかということによって制約
されたのであった。（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，ss．87－88．）
　こうして1848年の株式会社法の規定は、直接的には設立に関する許可主
義とその全社員の有限責任制を規定したことから、既に経済的な事実とし
て認可状なき株式会社が設立される場合その設立の合法性と社員の責任問
題をめぐって幾つかの曖昧な点を残していた。けれども同法の制定の結果
として、認可状なしに自由に株式会社が設立される場合重要視されるよう
になった問題は、その会社の営む事業活動の特性という問題ではなくて、
当該企業の法律形態とその機構の問題であった。そしてこれに伴って当然
浮上してきた問題は、同法では明認されたが、それ以前には暗黙の前提と
して少なくても明示されてこなかった問題即ち株式会社という企業の法律
形態における社員の責任について「絶対的な規則（den　positiva　regeln）」
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（13）を認可状なき株式会社についても定めるという問題であったのである。
　ところで1848年の株式会社法が、直接的には設立に関する許可主義を規
定した結果として、政府は、個々の株式会社が設立される場合調査をなし、
それが株式会社という企業という法律形態をとることによって実際にどん
な利点があるかという問題に判断を下さなければならなくなった。1870年
代まで政府は、法の要請に従って実際にこの調査と判断に関与したようで
ある。例えば1850年代には政府は、一連の企業とりわけ製造会杜・鉱山会
社・運河会社の設立の認可を拒否した。とはいえ1870年代以後には政府は、
この認可の手続を簡略化し、調査の力点を概して定款を補足し、より完全
なものにすることにおくようになった。1880年代初頭には政府は、幾つか
の比較的小規模な株式会社の設立に対して認可状を賦与することを拒否し
たが、その理由は、これらの企業は、株式会社という企業の法律形態を適
用するには余りにも小規模であるということであった｛14）。この時期には
認可状の取得による国家の援助という恩典を期待して、比較的小規模な株
式会社の設立が隆盛を極めたが、そのような株式会社の設立が可能であっ
た法的な理由は、1848年の株式会社法が、「株式資本の最低限度に関する
規定（bestammerlser　om　lagsta　aktiekapital）」を欠如していることであ
った。そのため株式資本の小規模な株式会社の設立も、法的には容易に承
認された。1881年に事業活動を営んでいたおよそ1，200社の株式会杜の中
でも、例えば80社は、払込資本金5，000kr以下、株式会社の約1／4は、株式
資本金25，000kr以下、他方、最大規模の株式会社の株式資本金は、
100，000，000krであった（15＞。このようにこの時期にスウェーデンで設立さ
れた株式会社の規模は、様々であり、大・小規模な株式会社の乱立状態は、
普通のことであった。そしてそれは、1850年代の中葉に開始し、70年代
に遅れた近代的な工業化過程を本格的に開始する同国の経済社会の動向一
とりわけ産業基盤整備は、政府の外国借款による資本供与によってなされ、
国内資本市場の狭隙性のと未熟性の下で、外国借款によって節約された国
内資本は、技術革新的な投資に充当され、しかも規模の利益の追求は、一
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般投資家からの資本調達によるよりも同一産業部門内或いは異種産業部門
間の大規模な吸収・合併によって促進されたこと一を反映するものであっ
た⑯。
　1848年の株式会社法が「株式資本の最低限度に関する規定」を規定して
いなかったことから、政府は、認可状なき株式会社の設立を阻むことに苦
慮したが、それでも阻止できず、同法の制定以後19世紀の末葉まで、認可
状なき株式会社の設立は、後を絶たなかった。
　この時期に設立された認可状なき株式会社は、1890年現在で約200社で
あった。それらの株式会社は、その営む事業活動の内容よりみれば、大ま
かにいってつぎのようなグループに分類される。即ち鉱山会社と精錬所
（grufVebolag　och　hyttelag）、製造会社（bnlksbolag）、商的会社などであ
る。
　鉱山会社と精練所の場合その株式の額面は、殆ど明示されていない。こ
の種の会社の規則が共同出資者の責任問題に言及する場合、最もしばしば
みられる表現は、例えば、「全ての株主は、かれらが資産請求権を有する
場合と同様な程度と条件で、負債に対しても責任を負う」（17）というよう
な表現である。これらの表現は、より古い時代の定款にみられる表現と同
様に、何よりも先ず第一義的には人的責任の分担（en　delad　personlig
ansvar）という仮定に関係する。但しその意味するところは、その責任は、
各人の持分に相応するべきであるということを排除するものではなかっ
た。そして鉱山会社と精錬所の幾つかの事例は、記述の1855年の鉱山法§
60の規定を引き合いにだしつつ、この問題にはっきりと言及したと言われ
ているが、その委細は、分かっていない。これらの鉱山会社と精錬所が株
式の額面を明示する場合、その意図は、その構成員の人的責任を排除する
ということであったと言われている。
　工的企業の場合それは、全体として、通常、認可状のある株式会社と非
常に類似していた。これらの会社はまた、しばしばある一定期間の経過後
に認可状を取得して認可なき株式会社からの転換を図った。少なくてもこ
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れらの株式会社の大半の場合、共同出資者もまた、政府による定款の認可
状に依存することなく、人的責任より解除されることを求めた。けれども
その組織体の構成員は、通常、追加的な出資義務（tillskottsplikt）が課
せられた。だがまた或る場合には、個々の共同出者は、その持分・出資額
に応じて責任を負うということが、既に触れたような不明瞭さを伴いなが
らも、言及されていたのである。
　商的会社の場合それは、少なくても利益の獲得をその固有な主要な目的
として、本来的な意味での株式会社というbolagの範疇に入る会社は、少
数の幾つかの会社に過ぎなかった。その大半は、各種の共同組合の形成に
向った。これらの組合の商業活動は、何よりも先ず、その組織体の構成員
に必要な生活必需品の調達・分配をすることに力点をおいた。この場合
個々の組合契約は、その構成員の責任問題に言及したが、この規約もしば
しば曖昧な点を残していた。そのため商的活動を営むために認可状のない
株式会社が設立された場合、その責任問題をめぐって様々な解釈と疑義が
生じた。そしてその混乱の収拾は、19世紀末葉頃に新たに制定される共同
組合法等によって図られたのであった。更に認可状なき商的株式会社の中
でも特殊な性格の会社は、都市でのアルコール販売を目的として設立され
た会社、或いは燃料用の石油の販売のために特別法によって設立され、少
なくても組合（fdreningar）に非常に近い会社・組織体であった。
　その他に認可状のない株式会社として設立された会社は、修理作業を目
的とした作業所、銀行業務の遂行を目的とした会社（例えば相互銀行
bankfolken）、船舶運行のための会社、多かれ少なかれ純粋に大衆娯楽目
的の会社（例えばプールの設置と造園、ホテルと劇場の設立、）、運河・港
湾施設の整備・雑誌と電話銅線の敷設などの目的で設立された会社などで
ある。これらの会社は、相互銀行を除いて、たとえ定款の作成の際に責任
問題を念頭においても、それを明確に言及することは回避した。けれども
相互銀行の場合、通常、一般には、連帯責任を引受することが義務付けら
れた。他方、それ以外の各種の会社・組織体の場合、完全な人的責任をし
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ばしば明確に排除することが想定されている。各種組合、その他の今ここ
で問題としてきた企業の法律形態の多くは、その事業目的の特殊性の故に、
組織体・会社と見倣すことは不適当であると考えられたのである（’8｝。
　こうして1848年の株式会社法の制定以後、スウェーデンの経済社会では、
その法規定それ自体には様々な曖昧性を含むとしても、経済的な事実問題
としては、法解釈を媒介としながら、株式を基礎とし社員の有限責任制を
標榜する株式会社が認可状なしに設立される一方、特殊の事業活動を営む
企業に対してはその性格の検討を通じて個別的にそれぞれ当該の法律を制
定しつつ、1848年の株式会社法にいう株式会社という企業形態の概念・内
容を明確化しようとする試行錯誤の過程が、19世紀末葉の1895年の株式
会社法の制定まで続いたのであった。そしてこのような過程の後に、1895
年の株式会社法は、始めて設立に関する準則主義に立脚し、81条より成る
近代的な株式会社法の基本的な原型を提示したのであった（19）。1910年の
株式会社法は、この1895年の株式会社法を基礎としながら、その一層の精
緻化と「近代化」を図り（2°）、20世紀初頭のスウェーデンの経済社会の要
請に応えて、幾つかの新しい内容をそこに盛り込んだのである。
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　　Wiksell　International，Stockholm，pp　25－90，Erik　H6rnell　and　Jan－Erik
　　Vahlne，Multinationals：The　Swedish　Case，1986，Croom　Helm，London＆
　　Sydney，pp　3－12，Edited　Magnus　Blomstr6m　and　Patricio　Meller，
　　Diverging　Paths，1991，Washington，D．C．，pp15－66などである。
（17）　Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．88．
（18）　】ij．L．Hammarskj61d，op。cit．，s．89．
（19）　Utgitha　av　Enk　Soderst6m，Gti皿ande　Lagar　Aktiebolag　jtiinte　TillhOrande
　　F6rfattningar　med　F6rklarande　Anmtirkningar　och　Prtijudikat　M．M．　samt
　　Foml翫ss．350－－372，Uppsala，1906、　AlmqVist＆WickSellsBoktryckeri　AB．
（20）　Hakan　Nial，Aktiebolagsrtitt，F6reltisningar　6ver　1944　ars　aktiebolag，
　　Stockholm，1946，s．10．）
その（2）設立に関する準則主義の導入問題を中心として
　上記のように、スウェーデンでは「同国の最初の株式会社法が制定され
る以前より、社員が会杜に対して出資額を限度としてのみ責任を負う会社
（株式会社）が存在しており、……通常、これらの会杜は、その会社に対
する国家の認可状を取．得していた。」ω各々の株式会社は、設立に対する
87
政府の個別的な認可状を取得することによって法人格を賦与されるという
設立に関するこの体系は、既述の1848年の株式会社法にも継承された。と
はいえこの法律の制定以後政府による株式会社の適格性に関する審査は、
19世紀中葉以後ますます拡大する同国の経済自由主義への傾斜とその下で
の認可状なき株式会社の乱立という状況を背景として、漸次に緩やかとな
っていった。1895年の株式会社法は、当時のスウェーデンの実業界におけ
るこのような動向を受けて株式会社の設立に関する免許主義の体系より準
則主義の体系に移行し、一定の形式と公示規定を遵守さえすれば、誰でも
が自由に株式会社を設立することを制度的に始めて承認したのであった。
　政府は、この法典編纂に先立って、1885年に企業の様々な法律形態につ
いて当時既に未熟ながら制定されていた諸法規を再吟味・再検討する目的
で、委員会を設置した。この委員会は、スウェーデンの会社法史上、今日
では「1885年の会社委員会（1885ars　bolagskommitt6）」と呼ばれてい
る。直ちにこの委員会は、当時のスウェーデンの経済社会でより古い時代
よりいわゆるbolagという名の下に存立・機能してきた今日の共同経営店
の前身及び合名会社や新たに登場しつつあった各種協同組合などに関する
関連諸法規の整備と並んで、問題の株式会社に関する関連諸法規の再吟
味・再検討の作業に着手した。1890年に政府は、この委員会の答申に基づ
いて法案を作成し、議会に提出した。同法案は、準則主義の体系への移行
の問題に関連してその理由書で特につぎの点を強調した。即ち株式会社の
設立について政府の手に認可権が委ねられる場合その目的は、当該企業の
事業活動が、当然に人的責任を解除してもよいような内容の事業活動であ
るか否かを審査することにあること、実業界の人々は、過去数十年にわた
って株式会社という企業形態一それが、いわゆる認可状を取得したもので
あれ、そうでないものであれ一をスウェーデンの経済社会に着実に普及さ
せ、それによって株式会社という企業形態の設立と管理・運営については
或る程度習熟し、実際的な経験を蓄積してきたこと、そのためこの点では
その設立と管理・運営の場合政府の認可状の取得ということが持つ重要性
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は、殆ど形骸化してしまっていること、それにも拘らず依然として政府が、
株式会社の設立の場合認可状の賦与ということを要請するとすれば、その
当面の意義は、株式会社関連法規に株式会社の設立、その管理・運営、清
算・解散など、株式会社という企業の法律形態に関する一連の全般的な法
的規定が未だに整備されていないため、認可状の賦与に当たってその定款
を補完し、それによって株式会社関連法規の不備を補うという点にしか求
めることができないことω、それ故に「この法規（株式会社法）に最も重
要な諸規定が定められ、かつ会社の定款がこの法規の諸規定を補完する場
合には、今や、準則主義の体系（ett　normativt　system）に移行すべき時
期が恐らく熟している筈」㈲であるという点であった。
　1895年の株式会社法が設立に関する準則主義の体系に移行するに当たってと
りわけ留意したのは、後述のようないわゆる「最低資本金（minjmia㎞ekapi楓）
の制度を基軸とする資本（株式）の制度に関する諸規定と公示制度に関する諸
規定の整備の問題であったと言われる。同法に「最低資本金」の制度を導入す
るに当たって一般に強調されたことは、既述のように1848年の株式会社法は、
株式資本の規模に関する如何なる制限も設けなかったこと、そのため同法の制
定以後政府の認可状の取得を申請して株式会社の設立に着手しようとする企業
の中には、当該事業活動の内容に照らして言えば明らかに株式資本の調達を必
要とはしないような小規模企業があり、それらの企業が認可状の申請によって
株式会社を設立しようとする場合その目的は、いわゆる法人成りを狙って、税
法上の恩典に浴することにあること、この種の小規模企業は、その内容に照ら
して言えば人的責任を負った他の企業形態として設立されることが望ましく、
かかる小規模企業の乱立を阻むためには、少なくても「最低資本金」の制度と
いう制度的な枠組を構築する途しかないということであった。また公示制度に
関する諸規定を整備するに当たって同じく一般に強調されたことは、1885年の
「会社委員会」の答申を基礎とした同法の原案は、債権者をも含む一般大衆を
直接的に保護するための幾つかの諸規定を盛り込んでおり、法案の審議の過程
でも論者の或る者は・この原案に賛同し、株式会社に対しては政府の直接的な
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統制が依然としてなされるべきことを主張していること、このような主張にも
拘らず債権者をも含む一般投資家に対する保護は、政府の直接的な統制によら
ず、株式会社に対する登記・公示制度の整備を通じて可能となる筈であること、
また経済的な事実問題としては、1848の株式会社法の制定以後も、認可状のな
い株式会社の設立が傾向的に増大しているにも拘らず、この種の株式会社の法
的性格は、依然として不明確であること、とはいえこの種の株式会社も、登
記・公示制度の整備によって「特別な法主体（s…圃d戯t圃d㊨」（4）となり
うるということであった。このような主張の下に1895年の株式会社法は、「最
低資本金」の制度を基軸とした資本（株式）の制度に関する諸規定と登記・公
示制度に関する諸規定を支柱として、旧来の設立に関する免許主義の体系より
準則主義への移行を遂げ、81条の条文より成る法律として、一連の経過措置の
後に1897年1月1日より施行された（5｝。なお1895年の株式会社法は、銀行・保険
会社等の問題については適用除外として、特別法に委ねた。この法律の施行に
伴って1848年の株式会社法は、当然のことながら廃止され、また同法に盛り込
まれた登記・公示制度についての諸規定に関連して、新たに登記等の関連法規
も制定されたのであった。
　1895年の株式会社法は、「貨幣或るいは財貨を出資し、各出資額或るい
はこの法律の定める諸規定に従って出資義務を負う以外事業活動より生ず
る債務に対して責任を負うことなく、bolagで事業活動を遂行しようとする
人々は、株式会社を設立することができる」（同法§1）として、その社員
の有限責任制を明定し、併せて「株式会社は、下記に定める方法で登記さ
れなければならない」と規定することによって、全社員の有限責任制の対
極にある債権者保護を何よりもまず登記・公示主義によって図るべきこと
を定めた。既に1848年の株式会社法は、設立に関する免許主義に立脚して、
全社員の有限責任制を定めたとき、株式会社の設立と増資・減資手続きな
どの問題との関連で第三者の保護の途を模索した。そして同法は、「形式一
及び公示に関する諸規定（fbrm－och　publicitetsfbreskrifter）」の整備を媒
介として、それが可能となる筈であると考えていたと言われる⑥。とはい
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え1848年の株式会社法は、このような考えを具体的な条文として明定する
ことはなかった。同法の制定以後株式会社の設立に際してしばしば紛争を
惹起した問題の1つは、「現物出資（tillskjutande　av　apportegendom）」の
問題であり、とりわけ現物出資の場合その諸条件を公示するという問題は、
当面、解決されるべき急務とされたのであった。そのため1895年の株式会
社法が、登記・公示主義を明文化したとき、それは、1848年の株式会社法
が暗黙理に予定していた考え方を基本的に継承し、しかも現物出資の場合
の諸条件を公示することによって株式会社の設立に際して実業界でしばし
ば生起していた紛争を回避するという、極めて現実的な問題を解決すると
いう課題を負っていたのであった。こうした状況の下で1895年の株式会社
法は、株式会社が登記によって始めて法人格を取得し、権利・義務の主体
となり、裁判所或るいはその他の当局の面前で原告・被告となりうること
を規定し（同法§2）、「株式に対して全額払込がなされた場合、株主は、そ
れ以上の如何なる投資もする必要はない」（同法§31）として追徴・増徴制
度の廃棄を明示したのであった。既述のように、このような有限責任制は、
既に1848年の株式会社法では免許主義を前提として基本的には法認されて
いたが、有限責任制に呼応する債権者保護従ってまた資本（株式）の制度
に関する諸規定の整備は、殆ど手つかずの状態であった。1895年の株式会
社法は、この有限責任制とその対極にある債権者保護・資本（株式）の制
度に関する諸規定を、必ずしも体系的・包括的ではないにしても、幾つか
の条文としてそこに盛り込んだのであった。
　1895年の株式会社法は、「最低資本金」の制度を基軸とした資本（株式）
の制度に関して、概略、つぎのような内容の規定を設けた。
　1895年の株式会社法は、何よりも先ず、出資される株式資本は、スウェ
ーデン通貨で等額均一な額面より成り、この株式を部分株のように分割し
てはならないこと・株式資本の規模は、最低限度5，000kr以上、その規模
の拡大は、定款変更の手続によって可能であること、1株の額面額は、
50kr、但し株式資本の規模が10，000kr以内の場合、最低限度10krとする
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べきこと、「最低資本金」は、「最高資本金（maximikapital）」の1／3以内
とするべきこと（同法§3）、株式には有価証券たる株券が発行されるべき
こと、株券の発行は、会社の登記と株式に対する全額払込が終了すること
を条件とするべきこと（同法§4）、その違反は、5krより500krの罰金に
処せられるべきこと（同法§77）、株式の割引発行は禁止されるべきこと
（同法§5後段）、株式会社の設立時における株式資本の確実な払込のため
には、株式の申込・引受人は、会社の成立後遅くとも2ヵ月以内に株式の
払込をするべきこと、かれが所定の期間に株式の払込を愕怠した場合、か
れは、債務証書（f6rbindelse）を提出するべきこと（同法§5前段）、かれ
は、その支払期限より起算して1力年以内に5％の利子の支払をするべきこ
と、株式の申込・引受人が、所定の期間内に払込を慨怠した場合或いは上
記の債務証書の提出を慨怠した場合、督促後1ヵ月以内にそれに応じなけ
れば、取締役会は、株式引受人の地位（権利株）の喪失を宣告しうるべき
こと、この場合既に払込済の金額は、償還請求できないこと（同法§6）、
株式引受人の地位（権利株）が、上記の事実に基づいて喪失し、そしてそ
れが、株式払込の所定の期限より起算して2力年以内に生起する場合、債
権者の権利が、株式引受人の地位（権利株）に依存し、かつまた株式引受
人の地位（権利株）が、他の人々によって遂行されていることが明白でな
い限り、残余の払込が遂行されるべきこと（同法§7）、発起人の数は、最
低限度5名となし、かれらは、自然人または法人（例えば株式会社及び自
治体）であるべきこと（同法§9）、発起人の現物出資とかれらが受領する
特別利益は、株式募集の勧誘状（inbjudning）の記載事項とするべきこと
（同法§14）、株式会社の設立が発起設立（simultanntbildning）による場
合、株式会社は、これに関する契約に基づいて設立されるべきこと（同法
§11）、株式会社の設立が募集設立（succesivbildning）による場合、設立
書類（stiftelseurkunden）のコピー2部が、当該株式会社の本店がストッ
クホルムに所在し、かつその取締役会が同地に所在する場合には、上級副
執政官（6fVerstathallareambetet）に、また取締役会がその他の地域（県）
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に所在する場合には、当該県の官職者（befAllningshavande　i　lanet）に
提出されるべきこと、当該のコピーの1部は、募集設立に関する情報と知
識を入手することを希望する人に対して閲覧に供するために、保存される
べきこと、他の1部は、発起人に提出されるべきこと、設立書類が、株式
会社の設立の場合作成されるべき定款の記載事項を明示する同法§8の1）
より10）の規定一それらの条項は、当該株式会社の事業活動の目的、当
該株式会社の取締役会の所在地、株式資本金の額、或いは株式資本金が、
定款を修正することなしに、より低い金額或いはより高い金額となる場合
には、最低資本金の額或いは最高資本金の額、株式の記名式或いは無記名
式の別、株式の種類とその内容とりわけ優先株式の発行価額とその優先権
の内容、取締役会の構成とその決議の方法、取締役会の執行する管理・運
営を検査するために選出される監査役の数、総会招集の手続と議題及び議
事日程等の通達方法、総会での議決権の行使と総会での議決権の行使のた
めに適用される原則などについて規定一及び発起人の数を定めた同法§9
の規定を遵守していない場合、上記の関連機関は、これを受領すべきでな
いこと（同法§12）、定款は、これらの記載事項の他に、会社の商号並び
に定時総会の開催の回数とその時期及び総会での議事日程を明示するべき
こと（同法§18）、株式会社の商号には、株式会社という言葉一スウェー
デン語ではAB＝aktiebolagの略号一が付せられるべきこと（同法§10）、
募集設立の場合に作成される株式申込の勧誘状は、発起人による自筆署名
付きで、設立書類の確認されたコピー1部等を添付するべきこと（同法§
13）、またこの勧誘状は、発起人が、受け継ぐ株式の総数或いはその一部
について、貨幣以外の投資をするか、或いは特別利益等の受領をすること
を要請する場合には、それを明示するべきこと（同法§14）、発起人は、
株式会社の設立に関する問題を審査するために、勧誘状に規定された所定
の期間以内に会合を開催する義務を負い、かれらがそれを解怠した場合株
式申込は無効とされるべきこと（同法§16）、株式申込が募集数を超える
場合、株式割当の基準が明示されるべきこと（同法§17）などを規定し
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た。
　既述のように、1848年の株式会社法は、設立に関する免許主義を前提と
して、全社員の有限責任制を基本的には明認し、極めて稚拙ながら、株式
会社という「企業の資本充実に関する諸規定（bestammelser　om　fdretagens
konsolidering）」（7）を導入していたが、有限責任制の対極にある債権者保護
を標榜する諸原則を具体的に整備するという点では、必ずしも十分ではな
かった。1895年の株式会社法は、その法文全体にわたって、有限責任制の
対極にある債権者保護に関する思考を色濃く滲ませていたが、わけてもそ
れを端的に示したのは、1848年の株式会社法における株式会社という「企
業の資本充実に関する諸規定」を継承しつつその一層の整備を図り、「強制
準備金による資本充実の体系（systemet　med　konsohdering　genom　bundna
fonder）」（8）を導入したことであった。即ち同法は、株式会社は、その年次
利益の中より、少なくてもその10％を準備金（reservfond）として設定する
べきこと、この準備金が、株式払込資本の10％相当額となった場合或いは
定款所定の金額より多額となった場合、以後準備金の設定は、不要とされ
るべきこと、準備金の額が、その設定限度額以下となった場合、再度準備
金の設定の措置を講ずるべきこと、いわゆる株式プレミアムは、準備金に
組入れされるべきこと、減資に伴う減資差益も、同様な処理をされるべき
こと、準備金の取崩しは、欠損補填の場合にのみ決議されうるべきこと、
但しこの欠損は、全体としての企業活動によって発生し、正規の確認され
た貸借対照表に計上されたものであるべきこと（同法§29）、株式会社の存
続期間中は、株主に対する分配は、前年度の正規の確認された貸借対照表
上の利益を財源とするべきであるが、この分配は、利益の一部が準備金と
して設定された後になされるべきこと、分配可能な利益の全額或いはその
一部が、準備金の設定以外の他の目的で処分可能か否かは、株主総会の決
議によるべきこと（同法§30）などを明示したのであった。（因みに言えば、
この種の規定は、1910年の株式会社法にも継承されたが、準備金制度の一
層の強化・充実を図ったのは、一方では旧来の準備金の規模を拡大し、他
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方では新準備金として債務調整準備金skuldregeringsfondを新たに設定した
1944年の株式会社法であった（9）。）
　1895年の株式会社法は、上記のような「最低資本金」の制度と資本（株
式）の制度に関する一連の諸規定との関連で、増資・減資等の問題につい
ても触れ、概略、つぎのような内容の規定を設けた。
　1895年の株式会社法は、何よりも先ず、増資は、定款所定の株式資本金
が全額払込されるまで行われるべきでないこと、増資の決議は、それが定
款変更を伴うにせよそうでないにせよ、登記されるべきこと、登記申請の
場合取締役会の構成員は、その申請書に定款所定の株式資本金が全額払込
されたことを明示する自筆署名付きの保証書を添付するべきこと、新株発
行の決議が実行に移されるのは、この登記後であるべきこと、新株払込の
所定期間は、新株発行の決議が登記された日より起算して1力年以内であ
るべきこと、この所定期間の終了後遅くとも1ヵ月後に、取締役会の構成
員は、新株払込の金額に関する報告書を自筆署名付きで登記のために提出
するべきこと（同法§22）、新株払込の慨怠がある場合同法§6及び§7で
規定されている規則が準用されるべきこと（同法§23）、既述のように株
式会社の設立に際して株式を発行する場合その株式資本金が、定款所定の
最低資本金の額を下回らないことを条件として、一定の償還計画に従って
将来償還によって減資してもよいという保留条項を付してもよいが、この
保留条項は、増資のための新株発行の場合にも準用されるべきこと、但し
何れの保留条項も、定款に記載すること及び登記することを要するべきこ
と（同法§25）、一定の償還計画に従って減資する場合を除き、株式資本
金の減資に関する決議は、裁判所の認可を要すべきこと、この認可申請書
は、その決議が登記済であることを明示した証明書及び既知の全ての債権
者名簿を添付するべきこと（同法§26）、株式会社は、一定の償還計画に
従って減資する場合を除き、自己株式の取得或るいはその質入をするべき
でないこと（同法§27）などを規定した。
　1895年の株式会社法は、株式会社の解散とそれに伴う清算手続の問題に
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ついても、概略、つぎのような内容の規定を設けた。
　1895年の株式会社法が、株式会社の解散及びそのために清算手続が採ら
れる事由として何よりも先ずあげたのは、「最低資本金」の制度が維持さ
れざる事由が発生した場合であった。これについては同法は、株式払込の
所定の期間中に全額払込がなかった場合遅くても株式払込の所定期間の6
ヵ月後に、所定期間に実際になされた払込金額に関する情報が、登記のた
めに、取締役会の構成員の自筆署名付きで、提出されるべきこと、この金
額が、定款所定の最低資本金の額を下回る場合、この株式会社は、株式払
込の所定期間の期限到来時に解散されたものと見倣されるべきこと、そし
てそれに対する登記が、なされるべきこと（同法§21）、この情報が提出
された後に、更に株式払込をするべきである場合、これに対する情報が、
登記のために届出されるべきこと（同法§24）などを規定した。同法は、
株式会社の解散とそのために必要な清算手続が採られる更なる事由とし
て、株主数が5名以下となるか或いは正規の貸借対照表によって確定され
た株式資本金が2／3以下或るいは定款所定の額よりも少なくなって、3ヵ月
以内に不足する株主の数或るいは不足する株式資本金の額が補填されない
場合（同法§54）、株式会社の登記の申請をするべき人（取締役会）が存
在しないことが判明した場合（同法§55前段一この場合には株主或るい
は債権者は、管轄の裁判所或るいは裁判官に会社の解散を申請しうるべき
こと、この申請が管轄の裁判所或いは裁判官によって証明される場合この
裁判所或いは裁判官は、解散の時期を明示した公告書を発行し、解散予定
時の少なくても3ヵ月以内に一般新聞及び地方新聞に公告するべきことな
どを規定、同法§55後段一管轄の裁判所或いは裁判官は、要求次第で善
意の1名の人或いは複数以上の第三者を任命し、かれ或いはかれらが、清
算人として会社の代表者となるべきことを命じてもよいこと、また管轄の
裁判所或いは裁判官は、当該株式会社の清算表明の仕方をめぐる決議等に
ついて遅滞無く登記所に通達するべきことを規定）、株式会社の財産が破
産財団の手に委ねられる場合（同法§56一この場合には破産申請が、管
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轄の裁判所或るいは裁判官に提出された日或るいは債権者の破産に関する
申請によって公的な訴状が発布された日に、株式会社は、解散されたと見
倣されるべきことを規定）、同法§55及び§56に規定された理由以外のそ
の他の理由による場合（同法§58前段）をあげた。そして同法は、株式会
社の解散は、清算人による清算手続に従うべきこと、清算人は、遅滞なく
株式会社の債権者に対して株主総会を開催し、資産と負債の一覧表を作成
するべきこと、かれはまた、清算によって会社の財産を換金化するべきこ
と（同法§59）、但し同法§55及び§56に規定された理由以外のその他の
理由で株式会社が解散される場合、定款或いは会社の決議の結果として1
名或いは複数以上の清算人が選出されないときには、取締役会の構成員が
清算人となって清算をするべきこと（同法§58後段）、清算人が、その期
間中に会社を代表する資格と義務については取締役会に関する規定が準用
されるべきこと、但しかれが、公的競売以外の方法で当該企業の固定資産
を売却する場合当該企業によって全権委任されるべきこと（同法§60）、
株式会社の清算の場合商号は、清算という言葉を付すべきこと、その他に
は商号署名に関する一般規則とその慨怠に関する罰則規定（同法§42）が
適用されるべきこと（同法§61）、清算の場合既知の債務が弁済されるま
で会社の資産は、株主に分配されるべきでないこと、清算が終了した場合
その登記の申請が、遅滞なく行われるべきこと（同法§62）、株主が、清
算の場合財産分配などについて採られた清算手続に不満があれば、かれは、
清算が決定された日より起算して1力年以内に告訴するべきこと（同法§
63）、清算の場合清算人或るいは株主が定款に違反した場合かれは、その
違反によって生ずる全ての損害に対して連帯して責任を負うべきこと（同
法§65）などを定めた。・の
cf．　「最低資本金」の制度の導入をめぐる問題：補足
　　1895年の株式会社法は、設立に関する準則主義の体系への移行に関連して
　　「最低資本金」の制度を導入した。かの「会社委員会」が、「最低資本金」の制
　度を導入することを提案しようとした場合何よりも先ずかれらの念頭にあった
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のは、株式資本の規模と出資者としての株主或いは発起人の数についての問題
であった。同委員会は、株式会社の資本は、会社の唯一の信用の基礎であり、
全社員有限責任制を確実に実現するための前提であること、そのため株式会社
というbolagの事業活動の開始の場合株式資本は、この前提を満たしうる程度
の規模を維持することに配慮するべきこと、この観点より株式資本の規模は、
最低限度25，000kr程度であるべきこと、幾人かの人々が、一つ或いは複数以上
の理由でたとえ小規模でもbolagを形成することを望む場合には、株式会社と
は異なる企業の法律形態（例えば共同経営店或いは各種の共同組合）が最も適
切な形態であることなどを主張した。同委員会のこのような見解は、1895年
の株式会社法では、当時、既に株式会社という企業の法律形態で運営されてい
た中小規模の諸企業への配慮から、修正され、5，000krまで引下げられたので
あった。（因みに言えば、1895年の株式会社法の制定後も、株式会社法の一層
の整備のために、新たに「株式会社調査委員会（aktiebolagsutredning）」
（Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．38）が設置されたが、同委員会は、以後、貨幣価
値の変動を考慮して幾度かのその引上げを提案した。とはいえ同委員会の提案
にも拘らず、この金額は、1910年及び1944年の株式会社法でも引上げされず、
1975年の新株式会社法の制定まで据え置かれた。新株式会社法は、それを
50，000krまで引上げた。この問題の委細についてはKnut　Rod］he，Aktiebolagsrtitt
－Enligt　1975　ars　aktiebolagslag，　Norstedts，1976，Sttonde　omarbetade
upplagenを参照のこと。）
　スウェーデンの株式会社における株式資本の規模及び1株の最低額面額（株式
資本金の規模が5，000krの場合50kr、或いは最低資本金の規模が10，000krの場合
1株の額面額は最低限度10kr、「最低資本金」は「最高資本金」の113以内）は、
当時の諸外国のそれらと比較すれば相対的に低かったが、それは、同国の近代
的な工業化過程の本格的な開始期に当たって、本稿の補遺としての別稿でみる
ように、各種の産業分野に関わる科学・技術者達の手による、各種の科学技術
の独自な開発或いは外国で発明・開発されたそれの一層の改良とそのスウェー
デン的な適用への不断の努力を背景として、かれら自ら或いはかれらを利用・
援助した比較的小規模な資本所有者が、近代的な技術革新を実用化することを
求めて、工的企業を株式会社という企業形態で設立することを阻害しないとい
う狙いによるものであったと言われている。（Mats　Gla－der，皿．fl．，op．cit．，s．27．）
加えて「会社委員会」は、株式会社の機関構成と設立に関する登記事項という
問題に照らして、出資者としのて株主の数が余りにも少数となってはならず、
かかる観点よりすれば発起人の数は、5名以下であってはならないこと、しかも
かれらは、スウェーデンに居住するべきこと、発起人は、発起設立或いは募集
設立の場合、株式の全額或いは一定部分を申込・引受するべきこと、発起人が
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所定の5名以下となった場合株式会社は、解散されるべきことなどを説いたので
あった。同委員会のこのような見解は、上記の本文で言及したように、1895年
の株式会社法では発起人の数とその現物出資及び特別利益に関する規定（同法
§9及び§14）、株式会社の解散事由に関する一般規定（同法§54）及び一般規
定による以外の事由で株式会社が解散される場合適用されるべき規定（同法§
58）、株式会社の解散の申請と一般新聞或いは地方新聞への公示に関する規定
（同法§55）などとして結実した。1895年の株式会社法が、このような一連の
規定を設けるに当たって念頭においた株式会社の概念は、当時のスウェーデン
における伝統的な株式会杜の概念即ち少なくても「そこそこの数の人々の間で
なされる協同（samverkan　mellan　ett　inte　alltfdr　litet　aiital　personer）」（Mats
Glader，m．fl．，op．Cit．，s．38．）のための結合体という概念であったと言われる。その
ため同法は、今日、しばしば見るようないわゆるワン・マン会社の存在を承認
することはできなかった。（同法§9）（因みに言えば、いわゆるワン・マン会社
が制度的に始めて承認されたのは、1944年の株式会社法であるが、同法もまた、
発起人の数を5名とした。）
　かの「会社委員会」はまた、法案作成の過程で株式資本の募集手続として
かの「発起設立」と「募集設立」とを区別した。同委員会は、この2つの手
続を区別するべき論拠として一般大衆が財政的に不健全な株式会社に投資す
ることを阻むことをあげ、前者の場合発起人自身が株式資本金の全額を申
込・引受・払込する義務を負うことから、その設立手続は、簡便化されてよ
いこと、これに対して後者の場合、一般大衆による、株式資本の相当部分の
申込・引受・払込の勧誘を原則とするために、それにはより厳格な設立手続
を必要とすると主張した。同委員会のこのような見解も、断片的ではあるが、
同法§§11－13、§§15－16、§17の前段、その他の条項に導入されたの
であった。
　1895年の株式会社法における設立に関する準則主義の体系への移行は、
一方ではこれまで概観してきたような「最低資本金」の制度を基軸とした
資本（株式）の制度に関する諸規定を支柱としていたが、この制度は、既
述の事柄より窺い知ることができるように、そのもう一つの支柱である登
記・公示制度の導入或いは強化と固く結合していた。
　同法は、例えば「株式会社の登記に関する申請は、その会社の取締役会
によってなされるべきである」（同法§19）として、この申請の場合何より
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も先ず締役会の構成員の氏名・国籍・住所を明示するべきこと、会社の商
号署名が取締役会の全ての構成員ではなくて一部の人々によって行われる
場合その商号署名権者の氏名・国籍・住所も明示するべきこと、更に幾種
類かの書類（例えば取締役会の自筆署名付きの正規の定款のコピー2部、定
款を定め、取締役会の選出がなされたことを明示する創立総会の議事録、
株式の申込状況とそれにより株式資本がどれだけの規模となるかを明示す
る書類、発起設立の場合には締結された契約書の原本など、募集設立の場
合には設立書類・株式申込証の原本及び確認済のコピー・会社の設立に関
する議事録など）が、添付されるべきことなどを定めた（同法§19）。同法
はまた、登記の申請は、文書によるべきこと、登記と公示には、所定の料
金（登記料）の支払をするべきこと、代理人が登記の申請をする場合或る
いはかれがそれを郵送でする場合その申請書の署名は、証明付であるべき
こと（同法§67）、登記の申請は、この申請がそれぞれ所定の規則を遵守し
ない場合、定款或るいは登記所に申請するべき決議が所定の方法に違反す
る場合、定款或るいはその決議が同法・法律・法令に矛盾する場合、却下
されるべきこと（とりわけ取締役会の構成員が提示する報告書によって株
式資本の規模が定款所定の最低資本金の額に達しない場合或るいはその払
込資本金の額が、少なくても株式資本金のY2に達しない場合、却下される
べきこと）、登記当局は、登記の申請を却下する場合、遅滞なく申請者にそ
れを伝達するか、或るいはその理由を明示した文書を送付するべきこと、
申請者がそれに対して政府に異議申立をしようとすれば、それは、却下が
確定した日より起算して16日後になされるべきこと（同法§68）、登記所
が、登記の申請を受理する場合、登記事項として定款採択の日、会社の商
号、会社の事業活動の目的、本店（取締役会）の所在地、「取締役会が提示
した報告書によって明示される株式資本金の額」従ってまた株式資本金の
最低限度額及びその最高限度額、株式の額面額及び株式の記名式或るいは
無記名式の別、登記の時点での払込済の株式資本金の額と全額払込済の時
期、総会招集の手続及びその株主への通達の方法、取締役会の氏名と住所、
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取締役会の構成員の中商号署名権者の氏名、同法§25・§28等の規定に従
って株式資本金を一定の償還計画に従って減資する場合減資は、定款所定
の株式資本金の最低限度額を下回るべきでないという保留条項、或るいは
定款所定の優先株式の優先権に関する事項などを記載するべきこと　（同法
§69）、登記所は、これらの記載事項を遅滞なく一般の新聞に公示するべき
こと、スウェーデン全国の株式会社の登記簿が、毎年印刷され、登記所に
保存されるべきこと（同法§71）、上記の保留条項の変更、商号の変更など
を含む定款変更の登記は、その修正に関する議事録のコピーを添付するべ
きこと（同法§70）、政府は、登記書への記載事項、登記及び公示の経費、
全国的な登記簿の作成の時期とその方法などに関するより詳細な規則を別
段に定めるべきこと（同法§72）、この規定に従って登記書に記載され一般
新聞に公示されている事項は、特別な事情がない限り、第三者がそれを周
知しているものと見倣されるべきであり、公示がなされるまで登記事項或
るいは定款規定の保留条項は、第三者に対して法的な効力を持たないこと
（同法§75）、登記事項が不利となると考える人は誰でも、登記差し止めに
関する訴をストックホルム下級裁判所（StockholmsradsufVratt）に提起す
ることが可能たるべきこと（同法§73）、登記所への申請の場合故意に不正
な登記をする人は、刑法に別段の定めがない限り、50krより2，000krの罰
金を支払するべきこと（同法§76）などを定めた。
　1895年の株式会社法は、会社機関として株主総会、取締役会、監査役の
設置を認め、ここれらの各機関については、概略、つぎのような内容の規
定を設けた。
　1848年の株式会社法は、株主総会については明白な規定を設けなかった。
この場合株主総会に関わる問題は、個々の株式会社の個別的な定款で規定
された。そのためその後「株主総会でどのようにして意思決定がなされる
べきかということに関する特別な規定は、個々の相互に異なる企業の中よ
り発展してきたようである。」〔1°）1895年の株式会社法は、「会社の問題の
処理に株主が参加する権利は、株主総会で行使される」（同法§32）と述
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べ、株主総会を以て株主の権利行使の場として規定した。同法は、これま
で個々の株式会社が定款に定めた株主総会に関する諸規定に従って開催し
てきた株主総会に関する実業界の様々な動向に照らして、株主総会に関す
る一連の規定を導入した。即ち同法は、株主総会は、その招集の時期を基
準として定時総会（ordinarie　bolagsstamma）と臨時総会（extra
bolagsstamma）とに区別されるべきこと（同法§36及び同法§37）、取
締役会は、各会計年度の終了後8ヵ月以内に定時総会を開催するべきこと、
定時総会では取締役会は、管理報告書、過年度の貸借対照表、監査役が作
成した監査に関する意見表明書を提出するべきこと（同法§36）、これによ
って「株主には企業の利益分配を決定するという義務が負わされる」（”）
べきこと、取締役会は、管理報告書と貸借対照表を少なくても定時総会の
開催の1ヵ月前に、監査役に提出するべきこと、取締役会は、定時総会の
開催の少なくても8日前に、株主が、この管理報告書及びそれに対する監
査役の意見表明書のコピーを閲覧できるように整えるべきこと（同法§
48）、定時総会では、上記の計算書類の他に、その報告書の関わる期間中
の取締役会に対する責任解除の確認問題を審議するべきこと（同法§49前
段）、取締役会は、定時総会の開催の少なくても8日前に、議事日程につい
て株主が閲覧可能であるようにするべきこと、株主は、定時総会の議事に
付すべき案件があれば、少なくてもその開催の14日前に取締役会に届出す
るべきこと、議事日程に上っていない案件の審議は、総会に出席した全株
主の同意を必要とするべきこと（同法§36）、臨時総会は、取締役会の判
断に基づいて招集されるべきこと（即ち「企業の取締役会は、臨時総会を
開催することが適当であると判明すれば、それを招集する権利を持つ」〔12）
べきこと）、また「少数株主の利益を保護するために」C13）定款所定の株式
資本金の総額の少なくても1110或るいはそれより幾分少なめの株式資本金
を有する株主が臨時総会の開催を要求した場合、取締役会は、臨時総会の
招集の通達をするべきこと（換言すれば少数株主は、臨時総会の招集を取
締役会に要請する権利を有するべきこと）、このような少数株主が、定時
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総会における上記の案件の決議の延期を求めその後2ヵ月以内に臨時総会
の開催を要請すれば、この決議の延期は、承認されるべきこと（同法§49
中段）、臨時総会の招集状に記載されていない議事日程は、審議されるべ
きでないこと（同法§37）、取締役会が、株主による臨時総会の開催の要
請があってから、定款に別段の規定がない限り、遅くとも15日後に、1ヵ
月以内に臨時総会を開催することを慨怠した場合、或るいは所定の方法で
定時総会に株主を招集することを僻怠した場合、市当局は、株主の届出に
よって遅滞なく総会の開催を通達するべきこと（同法§38）、取締役会或
るいはその構成員または株主が、総会の決議が、正当な方法によらなかっ
たと考える場合或るいは決議が法律・法令・定款などに違反すると考える
場合、その決議の日より起算して2ヵ月以内に会社に対して訴を提起して
もよいこと、総会の決議に対する不服申立に関するこの条項は、§16に規
定された事項（＝会社を募集設立する場合発起人が、会社の設立に関する
問題を審査するため会議を開催するべきことを規定）にも適用されるべき
こと（同法§39）、株主総会で議決権を行使できる人は、株式会社の案件
に関わる審議に参加することを正式に届出した株主であるべきこと、株主
或るいはその代理人の私的利害が会社のそれと抗争する場合、かれらは、
その審議事項の議決に参加してはならないこと（従って取締役会の構成員
は、かれらの責任解除の議決・監査役の選挙に参加してはならないこと）、
取締役会は、総会の議事録をつけるように配慮するべきこと、この議事録
は、株主による審議事項並びに株主の行使しうる議決権の数を記載するべ
きこと、株主は、株主総会の開催後遅くとも14日後に、この議事録を閲覧
可能であるべきこと（同法§32）、株主総会の決議は、1株1票とするべき
こと、議決権の行使は、代理人によっても可能であるべきこと、株主総会
での議決は、原則として過半数とすべきこと、同法§32及び§33に規定さ
れていること（＝株式会社の事業活動の目的に関する定款の規定の修正の
決議または優先株式の発行に関する決議は、全社員の同意を要すること、
またこの決議が、相互に連続した定時総会と臨時総会でなされる場合、そ
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の決議は、全株式資本の314に相当する株主が出席し、その中の314の株主
によって賛同されるべきことを規定）について賛否両論の場合議決は、籔
引によるべきこと、その他の問題については議長の裁可によるべきこと
（同法§34）、会社の事業活動の目的の変更或るいは優先株の発行の承認な
どは、定款変更に関わる決議であり、それは、株主総会の満場一致或るい
は法定過半数によるべきこと、その決議が最初の定時総会で同意を得られ
なかった場合その審議事項は、2つの定時総会の継続審議事項として処理
されるべきこと、その決議が有効となるためには最終的には全株式資本の
314を代表する株主が出席し、その議決権の314の賛成を得るべきこと、会
社の事業活動の目的の変更或るいは優先株の発行の承認以外の理由による
定款変更並びに株式会社の解散理由について§54で明示されている理由
（＝株主の数が5名以下となった場合、確定済の貸借対照表によって株式資
本金が213以下になったことが判明した場合、或るいは定款所定の金額よ
りも減少したことが判明した場合、その後3ヵ月以内に株主の補充或るい
は株式資本金の補填がなされなければ、それを理由として会社を解散する
べきであること）以外の理由で株式会社を解散するという決議は、全社員
の同意を必要とするべきこと、この決議が、2つの定時総会の継続審議事
項として処理される場合、その決議が有効となるためには最終的には議決
権者の少なくても213の賛同を得るべきこと、株式会社の財産が破産財団
の手に移り、登記の終了後裁判所の決定より起算して1年以内にそれが開
始することによって減資手続がとられる場合その決議も、同様な条件を満
たすべきこと（同法§33、同法§26）、定款変更に関する決議は、登記を
するべきこと、取締役会は、遅滞なくこの決議の届出をなすべきこと、こ
の場合この総会の議事録のコピー2部が添付されるべきこと（同法§35）
などを定めた。
　1895年の株式会社法は、取締役会についても、概略、つぎのような内容
の規定を設けた。
　同法は、株式会社は、1名或るいは複数以上の構成員より成る取締役会
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によって代表されるべきこと、その構成員は、スウェーデンに居住してい
るスウェーデン人或るいはノルウェー人であるべきこと、但し政府の承認
によってその構成員は、その113のまで外国人、或るいは外国居住のスウ
ェーデン人或るいはノルウェー人でもよいこと、取締役会は、監査役と並
んで、定款の採択の後に、創立総会で選挙によって選出されるべきこと
（同法§18）、取締役会の構成員の任期は、最高限度5力年とするべきこと、
但しかれらは、その任期満了以前でも総会の決議によってその職より解任
されうるべきこと、取締役会の構城員の変更は、遅滞なく登記されるべき
こと（同法§40）、取締役会は、会社を代表して原告・被告となるべきこ
と、併せて取締役会は、訴訟代理人を任命することも可能とされるべきこ
と（同法§44）、取締役会の構成員は、共同で会社のために行動するべき
こと、株式会社に関する文書は、株式会社の名を以て署名されるべきこと、
その場合当該企業は、会社の商号を指定するべきこと、そのため定款に別
段の規定がない限り、「商号の署名が法的に有効となるためには」（14）取締
役会の全ての構成員が、連帯して商号署名をするべきこと（同法§42）、
取締役会の決議は、定款に別段の規定がない限り、取締役会に出席した議
決権者の過半数によるべきこと、但し賛否両論の場合決議は、取締役会の
議長の裁定によるべきこと、取締役会の構成員は、その私的利害が会社の
それと抗争する案件に関する決議には参加してはならないこと（同法§
45）、取締役会がその課題を遂行する場合取締役会は、株主総会が取決め
た諸規則を、それが法律・法令・定款に違反しない限り、遵守するべきこ
と（同法§46）、取締役会は、株主名簿を作成し、その株式の原始取得者
の氏名及び所有権の変更を記載するべきこと、この名簿は、株主に閲覧さ
れうるべきこと（同法§47）、取締役会の管理報告書、貸借対照表、監査
人の意見表明が定時総会に提出される場合、定時総会は、取締役会に対す
る責任解除の確認に関する審議をするべきこと、取締役会は、少数株主
（株式資本金の少なくても1／10を占める株主）が、この計算書類等の決議
に対して継続審議事項としてその後2ヵ月以内に臨時総会の開催を要求す
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る場合、その要求を承認するべきこと、取締役会の構成員は、作成された
管理報告書或るいは貸借対照表に誤謬のあることを知りながら、それらの
書類を定時総会に提出し、それらの計算書類が確認されて取締役会の責任
解除が確定された場合、その効果が推定しうる限り、取締役会の構成員に
対しては、これらの書類が定時総会に提出された日より起算して2力年以
内に訴を提することが可能であるべきこと（同法§49）、取締役会が毎年
定時総会に提出する管理報告書は、当該事業年度中に事業活動より生じた
利益或るいは損失を表示するべきこと、取締役会の構成員がその職責に関
して定められた諸規定を遵守することを慨怠した場合事情によってはかれ
は、5krより500krの罰金の支払をするべきこと（同法§77）などを定め
た。
　1895年の株式会社法は、株式会社の管理・運営の実態に関する「会社委
員会」の認識、即ち株式会社の管理・運営を直接担当する取締役会に対し
てこれまでなされてきた統制・統括は、株主にとっても債権者にもとって
も十分ではなかったという認識に従って、監査役の強化を図り、同時に監
査役がその任務について重大な誤りを犯した場合この監査役に対する損害
賠償責任を明示することを求めた。同法は、そのため監査役については、
概略、つぎのような内容の規定を設けた。即ち1名或るいは複数以上の監
査役が、取締役会の管理と会社の計算書類を検査するべきこと、この検査
の場合毎年文書による監査役の意見表明が、提出されるべきこと、監査役
の任期は、2力年とするべきこと、監査役の就任期間以前でも、株主総会
の決議によって監査役を解任することが可能であるべきこと、監査役は、
取締役会と同様に、会社が通達し法律・法令・定款に違反しない個々の規
定を遵守する責任を負うべきこと（同法§50及び§46）、監査役は、恒常
的に、会社の全ての帳簿、計算書類、その他の書類を閲覧可能でなければ
ならないこと、監査役が取締役会の管理に関する情報の提供を要求する場
合、取締役会は、これを拒否するべきではないこと、監査役が、管理につ
いて審査する必要がある場合、監査役は、文書でその理由を明示して、取
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締役会に臨時総会の招集を要請しうるべきこと、この場合同法§38の規定
が準用されるべきこと（同法§51）、監査役が意見表明をする場合誤りと
知りつつ不正な情報を提供する場合、監査役が管理報告書或るいは貸借対
照表で示された会社の経営状態に関する情報についてコメントすることを
意図的に慨怠する場合、監査役がその課題を遂行するに当たって不注意で
あった場合、監査役は、そこより生ずる損害に対して連帯責任を負うべき
こと、但し監査役に対する訴は、株主総会で監査役の意見表明がなされた
日より起算して2力年以内でなければならないこと（同法§52）、株主総会
で監査役の意見表明がなされた日より起算して2力年以内に破産が生じた
場合、破産財団は、同法§52に規定されている訴を提してもよいこと（同
法§53）などである。1895年の株式会社法は、上述のように、管理報告
書、貸借対照表、監査人の意見表明書の株主総会への提出を規定したが、
貸借対照表の具体的な作成に関する規定とりわけ当時諸外国で問題となり
結局は失敗に帰してしまった諸外国の経験に依拠するような規定の問題
（例えば資産の評価原則をめぐる諸問題）に全く触れることはなかった（’5）。
それは、1910年の株式会社法に先送りされたのであった。
　ところで世紀の転換期は、スウェーデンの産業界の非常な拡張期であった。
それに呼応してこの1895年の株式会社法が施行されて間もなく、既にこの
法律の修正を求める要請が、各界より提出された。それらの要請には、例え
ば会社機関の整備、少数株主の保護、企業規模別の会計情報の提供などとそ
のための会計士制度の導入など極めて重要な問題が含まれていた。とはいえ
当面とりわけ修正の論点となった問題は、不健全な企業に対して一般大衆を
保護すること及び取締役会の株式会社の管理・運用問題に対する株主の統制
力を強化すると共に、併せて少数株主の立場を改善するという点に絞られた。
そのため1905年に「新会社委員会（En　ny　bolagskommitte）」が設けられ、
この委員会によって1908年に新しい法規に関する草案が提出されたのであ
った（・6＞。「新会社委員会」は、不健全な株式会社に対して債権者を保護するた
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めの最善の措置は、株式会社の設立と増資の手続を現在以上に効果的なものとす
れば達成されること、これは公示制度に関する諸規定（publiCitetSbestiimmelser）
を厳格にすることによって実現可能となる筈であること、取締役会の株式会社に
対する管理・運営を株主が統制するすることは、監査制度の強化によって可能と
なる筈であると主張した（17）。
　「新会社委員会」は、株式会社の設立の場合発起設立の手続は、募集設
立の手続よりも簡便でもよいという旧来一般に広く普及していた考え方
を、第三者に対する保護規定の強化・改善の一環として斥けた。同委員会
は、このような考え方を制度的にも承認してきた1895年の株式会社法の諸
規定もまた、この点からみて不十分であり、改正されるべきであると主張
した。このような視角より同委員会は、とりわけ発起人が現物出資をする
場合にはその背後にある条件を一般大衆に周知させるること、また株式資
本金が払込された場合には登記されるべきことを力説した（18＞。更に「新
会社委員会」は、資本充実原則を旧法通りに大まかな点では基本的に維持
するとしても、年次利益の概念を明確化すること、及びこれまでしばしば
行われている準備金からの役員賞与の支払という実業界の慣行を禁ずるべ
きことを説いた（19）。とはいえ「新会社委員会」は、これらの問題に関連
して株式資本の規模を旧来の最低限度額の5，000krより引上げする問題や
発起人の数の変更（増大）の問題には言及しなかった。「新会社委員会」
は、出資者（株主）の数が5名以下になった場合、この株式会社は、1895
年の株式会社法の規定通りに依然として解散されるべきこと、とはいえこ
のことは、いわゆるワン・マン会社（s．k．ensamansaktiebolag）の成立・
存立を否定することにはならないと主張した。事実、当時のスウェーデン
の産業界では、自己の所有する株式の僅かに4株をその近親者達に譲渡す
ることによって成立・存立する会社も、少なくなかった。そのため「新会
社委員会」は、このワン・マン会社の問題の具体的な取扱は、先送りした
（2e）。（因みに言えばこのワン・マン会社或るいは小数株主より成る株式会
社の運営を阻む可能性は、実務上、存在しないという理由で、この種の会
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社を株式会社法の規定によって承認するようになったのは、1944年の株式
会社法であった（2・）。）
　「新会社委員会」は、少数株主の立場を改善するために、株式資本金の
増資の場合旧株主の新株引受権（fbretradesratt　till　nya　aktier　fdr　tidigare
agare）を承認し、株式配当（fbndemission）に対する諸条件を規制する
ことを主張した。この提案は、1910年の株式会社法においては、新株引受
権、株式配当などに関する規定を導入すると同時に、更に定款に別段の定
めがない限り、如何なる株主の議決権も、それが自己の所有する株式のそ
れであれ或いは他人の所有する株式の議決権の委任によるものであれ、株
主総会で議決権のある株式資本の115を超える議決権を行使できないこと、
総会の開催或るいは総会の招集までに議決権者の氏名を明示するべきこ
と、定款変更のような当該株式会社の基本的な規則を変更する場合過半数
の原則が強化されるべきこと、少数株主も監査役を選出する権利を所有す
るべきであるという規定として結実するのである（22）。「新会社委員会」は、
株主総会は、意思決定機関であり、取締役会は、執行機関として株主の利
害を保護するべきこと、「企業に経済的な利害関係を所有している人々だ
けが、共同決定権を所有するべきこと」（23＞、株主の地位を保護するために
は取締役会は、第三者の利害を擁護する責任を負うとしても、株主の保護
という観点から、取締役会は、総体としてその権限を制限されるべきこと、
例えば取締役会が、その職責上の賃金報酬（16nefdrmhnner）を自ら決定
することは、不適当であること、少数株主が、取締役会の構成員の賃金報
酬の是非を裁判所の検査に委ねることのできる権利も承認されるべきこ
と、これによって取締役会の構成員が不当に多額な報酬を取得する機会が、
阻まれる筈であると主張した。「新会社委員会」のこのような主張も、
1910年の株式会社法で大筋で受け入れられることになるのである（24）。
　「新会社委員会」は、少数株主を十分に保護する途は、「取締役会の管
理・運営と会社の計算書類を検査する監査役を公的機関を通じて選出する
機会を少数株主に賦与すること」｛25）であると考えた。同委員会は、こめ
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ような考え方の下に、先ず監査役の選出は、1895年の株式会社法の規定を
踏襲し、監査役は、株主総会によって選出されるべきこと、但し定款に別
段の定めがあれば、1名或るいは複数以上の監査役が、別様に選出される
べきこと、監査役に対する唯一の条件は、かれが会社のお抱え従業員であ
ってはならないことを強調した。同委員会は、概して「監査役は、容易に
大多数の株主に対して従属的な関係・立場におかれる」（26）こと、また選
任された監査役も、場合によっては監査に関する十分な知識も欠如してい
るという当時のスウェーデンの現実を想起して、監査役が、法律上当然に
承認された職業的監査役（legaliserad　yrkesrevisor）であるべきか否かを
検討した。この立場から同委員会は、監査役の地位を強化する目的で、監
査役の資格をより明確に明示する諸規定を導入するべきことを力説した。
更に同委員会は、株主総会は、株主総会が監査役に対して諸規則を課して
も、監査役がそれらの諸規則に拘束されないことを場合によっては承認し
ているという現実を考慮して、監査役は、監査役の法定上の義務を制限す
るような株主総会が課する諸規則を遵守する必要はないと主張した。この
考え方も、1910年の株式会社法に継承されて、同法は、それを明定すると
共に、監査役に対して、事情によっては、総会の招集権を賦与するような
途を承認したのであった（27）。（因みに言えばスウェーデンで公認会計士制
度が、制度的に株式会社法に導入されたのは、1910年の株式会社法より後
の1944年の株式会社法の下であった（28）。）
　「新会社委員会」は、貸借対照表の作成は、利益分配の基礎であること、
株式会社の債権者の立場を考慮すれば、この場合最も重要なことは、株式
会社の資産が過大評価されることを阻止するべきこと、この点から資産の
帳簿価額は、実際の価額よりも高い価額で記載するべきではないこと、こ
れに対して資産の帳簿価額が、実際の価額よりも低い場合には、その取得
または製造の場合に要した価額で記載するべきこと、また或る種の産業分
野では景気変動を考慮して意識的に資産の過少評価をすることが、実務上
慣行として行われているという事実に照らして、資産の過少評価を禁止す
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る法規定を導入することが果して適切かどうかという問題も検討されるべ
きことを説いた。1910年の株式会社法は、同委員会のこのような討議の結
果を踏まえて、一連の資産評価に関する諸規定を導入し、同時にまた、総
会で確定された貸借対照表を登記所に提出することを通じて公示制度に対
する要請の増大に応えることを図るようになるのである（29）。（因みに言え
ばスウェーデンで貸借対照表と損益計算書のシェマーとその計算原則が明
示されたのは、1944年の株式会杜法であった（3°）。）
　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．38．
（2）　Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．26
（3）　Mats　Glader，m．且．，op．cit．，s26．
（4）　Mats　Glader，m．fi．，op．cit．，s．26
（5）　Gtillande　Lagar　om　Aktiebolag　jtimte　Till　h6rande　F6rfanttningar，Med
　F6rklarande　Anmtirnkningar　och　Prtijudikat　M．M．samt　Forrnular，UtgifUa
　af　Erik　S6derstr6m，Uppsala，1906．ss．350－372．なお本文中で引き合いにだし
　　た1895年の株式会社法の各条文は、この著作の上記ss．350－372における条
　　文の抄訳によるものである。
（6）　Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．39．
（7）　Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．39．
（8）　Mats　Glader，m．fL，op．cit．，s．39．
（9）　1944年の株式会社法の概要及び本稿で直接的に問題としている準備金制度
　　に関する同法の規定の内容については、別稿を予定しているので、ここでは
　敢えて立ち入らない。
（10）
（11）
（12）
（13）
（14）
（15）
Mats　Glader，m．f1。，op．cit．，s．27．
Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s27．
Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．28．
Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．28．
Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．28．
Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．28．なお本稿の直接的な研究対象とした1848年
及び1895年の株式会社法のその後の発展動向との関連でしばしば引き合いに
だしている1910年の株式会社法は、1895年の株式会社法の近代化を図った法
典である。1910年の株式会社法の概要について既に通読済の様々な解説書の中
でも最も体系的・包括的な著作は、Om　Aktiebolag　och　deras　fdrvaltning，
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Juridisk　Handbok　fdr　direktor　och　styrelse　ledam6ter，　M．FL．Jatrit］e　Formultir
och　L、agtexer　av　Gehard　Tauvon．Juirs　Kandidat　Ledam6t　av　Sveriges
AdvokatsamfUnd．StOckholm　Lars　Hδkerbergs　Bokfdrlag，1925である。1910
年の株式会社法が新たに評価規定を導入したのを契機として、スゥエーデンの
近代会計の始祖となったOskar　S皿6nは、その後この評価規定の解釈をめぐって
当初は単独で、Balansvaderingsprinciperという表題の著作を出版し、後には
Nils　Vastihagen（professor　i　FOretagsekonomi　Vid　LundS　Universitet）との共同
研究によって1958年以来数度にわたり改定版（Balansvadembgs　prinCiper　med
sdrskild　htinsyntill　resltatberakming　vid　vtiXlande　priser　och　permingsvhrde
，P．A．Norstedt＆SOners　F6rlag）を出版し、スウェーデンにおけるこの種の分野
で先導的な役割を果たしたのであった。また1910年の株式会社法の制定以後、
その後のスウェーデン経済の発展とりわけ第1次世界大戦に中立を守り、巧み
な中立政策と参戦諸国の経済的疲弊を利用しつつ、国際市場への参入を強力
に推進する過程で形成されたコンツェルンとスウェーデン企業の多国籍企業
化に伴って、1910年の株式会社法の改正が要請され、1944年の株式会社法の
制定（その施行は、第2次世界大戦後）に到った事情についても、周知の事実
である。この法典の概要については既に通読済みのスウェーデン語版の各種
の解説書の中でも、Knut　Rodhe，Aktibolagratt－Enligt　1944邑rs　Lag　om
Aktiebolag，Sjatte　upplagen，Stockholm，1970，P．A．norstedt＆S6ners　F6rlagが
最も体系的・理論的であるように思われる。1910年の株式会社法の概要とそれ
に関連した評価規定問題をめぐるOskar　Sill6n等の見解や1944年の株式会社法
の概要については、別稿を予定しているので、ここでは問題の所在のみを指摘
するに留める。）））））））））））））???????（（
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Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．28．
Mats　Glader，m．fl。，op．cit．，s．29．
Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．29．
Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．29．
Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．29．
Mats　Glader，m．fi．，op．cit．，s，32．
Mats　Glader，m．f1．，op．cit．，s．29．
Mats　Glader，ln．且．，op．cit．，s．32．
Mats　Glader，m．且．，op．cit。，s．30．
Mats　Glader，m。f1．，op．cit．，s．30．
Mats　Glader，mf1．，op．cit．，s．30．
Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．30．
Mats　Glader，m．fl。，op．cit．，s．33．スウェーデンにおける公認会計士制度の生成
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　　とその発展動向についても、別稿を予定している。ここでは、この問題について
　　はEva　Wallerstedtの主著，Oskar　S皿6n－Professor（）Ch　Prakbiker，Uppsala，1988に
　　おいてスウェーデンの近代会計学の発展上Oskar　SM6nが果たした役割を歴史的
　　に克明に辿る過程で詳細に論じられていることを指摘するに留める。
（29）　Mats　Glader，m．fl．，op．cit。，s．30．
（30）　Mats　Glader，m．fl．，op．cit．，s．33．
